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中国は、欧米諸国から批判の対象となる自由権に関する人権条約である自由権
規約の締約国ではありません。他方で、社会権規約の締約国です。こうした人権
条約の締約国になると、国家報告制度において、当該人権条約の国内の実施状況
について締約国が報告書を提出し、履行監視機関による審査が行われます。
普遍的定期審査（UPR）の場でも、被審査国の人権状況の資料として、これら

の人権条約の履行監視機関によってどのような勧告が行われているかが紹介され
ます。個人資格の委員で構成される履行監視機関では、国とは異なり、外交関係
の配慮などが見られないため、比較的率直にその国の人権状況の評価が行われま
す。今回は、社会権規約委員会において、中国に対してどのような勧告がなされ
ているのかを見てみましょう。
社会権規約委員会は、中国に対し、文化的権利の文脈において、人民及び少数
民族が、自らの文化的アイデンティティを完全に享有し、文化的生活に参加する
権利を完全かつ無制限に享有できるように勧告しました。そして、彼らの言語と
文化の使用と実践を保障し、チベットの子どもを対象とした寄宿学校への強制入
学を直ちに廃止し、チベットに私立学校の設立を認めるために必要なすべての措
置を講じるように勧告しました。
さらに同委員会は、宗教施設の保護や復活などによって、チベット人、ウイグ
ル人、カザフ人及びモンゴル人の宗教上の慣行を含め、宗教上の少数派の文化的
多様性、文化的慣行及び遺産を保護するための適切な措置を講じるように中国に
勧告しました。
また、社会権規約委員会は、独立の非政府組織（NGO）、特に民族的及び宗教
的少数者の権利のために活動するNGOの運営に、法律上も実際にも、過度の制
限が加えられていることに懸念を表明しました。

新・世界の人権はいま
―普遍的定期審査の現場から―（その 16）

研究センター理事長・所長

坂元　茂樹坂元　茂樹
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さらに、同委員会は、パリ協定に基づく中国の義務に照らせば、現行の排気ガ
ス削減政策が不十分であること、国の内外での石炭火力発電所の建設と、石炭火
力発電所の建設許可が増加していることを含め、非持続可能な慣行が、国境を越
えて気候変動に悪影響をもたらしていることに懸念を表明しました。
この他、社会権規約委員会は、中国国内で活動する企業が、その活動によって
社会権の享有に悪影響を及ぼすことがないように規制の明確な枠組みを確立する
ことを勧告しました。
その際、国内で活動する企業や、中国の管轄下に事務所を置く企業及び国外で
活動する企業、及びその下請け業者と資金を提供する組織が、先住民と農民の土
地に対する権利、環境への影響及び不動産並びにインフラストラクチャ・プロジェ
クトにおける土地収用に特に配慮しつつ、自らの行なった社会権の侵害について
説明責任を負い、自らが犯した有害な活動の調査及び制裁を行なうためのフォ
ローアップ及び監視メカニズムを設置することを確実にし、かつそのような侵害
の被害者が、実効的な申立制度を利用し、司法上の救済や適切な補償を含め、効
果的な救済が受けられるようにすることを中国に勧告しました。
また、社会権規約委員会は、新疆ウイグル自治区で、さまざまな社会権が、厳
しく、広範囲にわたって、組織的かつ不当に制限されていること、並びにウイグ
ル人、カザフ人、キルギス人、トルコ語を話す人たち、並びに他のイスラム民族
コミュニティを標的とすることに差別的特徴があることに対して懸念を表明しま
した。
さらに、香港の現状に対して、社会権規約委員会は、低所得者世帯向けの賃貸
住宅補助金の範囲を拡大すること、公営住宅建設プロジェクトに投じられる資金
の増額、及び公営住宅入居のための資力資格の緩和を検討することを勧告しまし
た。同委員会はまた、予防及び治療の両面で精神医療サービスの向上に資金を充
当することも併せて勧告しました。またマカオについても、同委員会は、労働組
合を結成し、それに参加する権利とストライキ権を規律する法律を成立させ、労
働者が、不当な制限や干渉を受けずに自らの労働組合権を享有できるために必要
なすべての措置を講じるように勧告しました。
中国は、社会権規約以外にも、人種差別撤廃委員会及び女性差別撤廃委員会の
締約国であり、このような委員会でどのような勧告がなされたかがUPRの際に
報告されており、次回はこうした委員会による勧告を紹介したいと思います。
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恩師大谷實先生に、50 年に亘るご指導をいただきましたことに感謝申し上げま
すとともに、謹んで哀悼の意を表します。
大谷實先生は、刑法学者として、『刑法講義総論、各論』を上梓されていますが、
それに加えて、長年に亘って取り組んでこられたものに、精神保健福祉法、医事
法と被害者学の研究があります。そして、それぞれについて、人権の問題を詳細
に検討しておられます。
とくに、ここでは、犯罪被害者の人権についての先生のお考えを振り返ってみ
たいと思います。先生が犯罪被害者の問題に取り組まれたのは 60 年前のことで
すが、その後、長年に亘って「犯罪被害者とその家族の人権擁護について、理論
面のみならず実践面でも精力的に活動され」たことから、2014 年に亀岡市の「生
涯学習大賞『石田梅岩賞』」を受賞され、そして、2015 年から 7年間、世界人権
問題研究センターの理事長を務められることになりました。先生は、理事長就任
の時に、人権大学講座において、2021 年と 2022 年には、犯罪被害者の人権につ
いて述べておられます。その概略を記しますと、60 年前に、憲法学においては、
被害者の人権を認めることについて否定的な意見が見られたのですが、これに対
して、先生は、憲法 13 条の幸福追求権を根拠として、犯罪被害者の権利＝人権
が認められるという考え方を示されたのです。そして、憲法学においても、プラ
イバシー権のような「新しい人権」が認められるようになり、2004 年には、犯罪
被害者等基本法が制定され、その第 3条において、「すべて犯罪被害者等は、個
人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有する」
と規定されることになったのです。また、先生は、この間に、日本被害者学会と
京都犯罪被害者支援センターの理事長を務められ、さらに、学校法人同志社の総
長を 2001 年から 2017 年までの 16 年間務められました。
先生は、このようにご多忙であるにもかかわらず、一生を通じて学究の徒であ
られたことには感服するしかありません。刑法の体系書の改訂は昨年まで継続さ
れていますし、最近でも『医師法講義』、『精神保健福祉法入門』と題する著作を
世に送られているのです。そして、昨年には、犯罪被害者支援の著作に取り組も
うとされていました。まだまだ、ご指導をいただけるものと思っておりましたの
で、先生の訃報に接しましたのは痛恨の極みです。心からご冥福をお祈り申し上
げます。先生、本当に長い間有り難うございました。

大谷實先生と人権論大谷實先生と人権論

元同志社大学法学部教授元同志社大学法学部教授
公益財団法人京都犯罪被害者支援センター副理事長公益財団法人京都犯罪被害者支援センター副理事長　川本　哲郎　川本　哲郎
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2025 年秋、大谷實先生 91 歳のお誕生日にメッセージを LINE で送りました。
それから 1カ月後の 11 月下旬、「最後の仕事として『犯罪被害者支援入門』（仮題）
を執筆中」と先生から LINEが届きました。先生の言われる「最後の仕事」にこ
れほど相応しい内容はないと大きな期待を抱き楽しみにしておりました。しかし
残念なことに、これは幻となりました。2026 年仕事始めから 1週間経った職場で、
1月 6日に永眠されたとの連絡を受け、足元がぐらっとする感覚を覚えました。
私は京都犯罪被害者支援センターで相談や支援に携わっています。原点は遠い
昔、同志社大学法学部法律学科で大谷ゼミを選んだことです。そこでの学びの 1
つが、犯罪被害者の置かれた状況を知るための実態調査でした。半世紀以上も前
のことですが、この学びが私の人生に大きく影響していることは確かです。
1998 年、犯罪被害者支援センターが京都にも設立されることを知りました。私
は突然、大谷先生に会わなければと思いこみ何枚も書き損じながら支援センター
で働きたいと手紙を書きました。1975 年国会で大谷先生と市瀬朝一さんが被害者
支援の必要性を訴えたこと、1976 年犯罪被害者給付金支給法ができたこと、1991
年大久保恵美子さんの発言により犯罪被害者の支援組織ができ始めたことなど、
子育てにかまけ私は何も知らずにいました。
ゼミで実態調査をしてから 25 年、さび付いた頭の、何の資格・経験もない私
の申出を大谷先生は快く受けとめてくださり 1998 年 5 月 27 日京都犯罪被害者支
援センターの設立総会に参加させていただきました。実際の事務局への入局は数
か月あとです。このときの私は何を始めたのか自覚がありませんでした。
京都犯罪被害者支援センターに入って少し経ったころ大谷先生に「誰のための
支援なのか」と窘められたことがあります。きっと「先生のお手伝い」をしてい
るように見えたのでしょう。その日を境に、支援に真正面から向き合うよう気持
ちが切りかわりました。
私の家族は、大谷實先生を尊敬し私の仕事を理解し応援してくれています。娘
は最後の大谷ゼミ生で、勉強はともかく飲み会の幹事役を嬉しそうにしておりま
した。学校に自宅が近いことから幹事になった、と指名した理由を言われるのが、
大谷先生らしいと感じました。
今の私があるのは、同志社大学で大谷實先生と出会い導いていただいたおかげ
です。
ありがとうございました。

大谷實先生と京都犯罪被害者支援センターと私大谷實先生と京都犯罪被害者支援センターと私

公益財団法人京都犯罪被害者支援センター公益財団法人京都犯罪被害者支援センター

冨名腰　由美子冨名腰　由美子
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このたび、世界人権問題研究センターの元理事長の大谷實先生ご逝去の報に接
し、深い悲しみとともに謹んで哀悼の意を表します。
大谷先生は 2015 年より 2022 年にわたり当センターの発展にご尽力され、常に

広い視野とゆるぎない信念をもって当センターを導いてこられました。今日の当
センターの礎を築かれたことに心より敬意を表したいと思います。
私は大谷先生が理事長を務められていた当時、研究部門が 1部から 5部まであ
るなか、第 4部の「女性の人権問題の研究」に嘱託研究員として携わらせていた
だき、その後、2020 年からは大谷理事長のもと、理事を務めさせていただきまし
た。大谷先生と直接お目にかかることができたのは、先生が理事をおやめになる
までの 3年ほどで、研究に関して直接ご指導をいただく機会は残念ながらありま
せんでしたが、理事会ではいつも温和に語られるお姿が大変印象的でした。
大谷先生が当センターの出版物等で折に触れて示されましたお言葉は、組織へ
の深い愛情と責任感が込められていました。特に先生が注力されたのは組織を盤
石なものにするために、研究体制を「プロジェクト・チーム型」へと改革された
ことだと思います。
また、刑法がご専門とうかがっておりますが、理論だけでなく、京都において
も犯罪被害者のための民間支援団体を作りたいと考えられ、1997 年の夏頃から、
手弁当で奔走され、1998 年に「任意団体京都犯罪被害者支援センター」を設立さ
れたそうです。
このように理論と実践を兼ね備えた研究者として同志社大学で長く教 をとら

れ、学生からの信頼も厚かったことが、多くの教え子の方々の SNS の追悼のこ
とばから察せられ、先生の温かいお人なりがうかがえます。
大谷先生が遺してくださいました理念と歩みを、絶えることなく進めていくこ
とが後進の責務だと心しております。
あらためまして、感謝とともに安らかなるご永眠を心よりお祈り申し上げます。

大谷實先生のご功績を偲んで大谷實先生のご功績を偲んで

研究センター研究員研究センター研究員
京都華頂大学名誉教授京都華頂大学名誉教授　 出　節子　 出　節子
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2026 年 1 月、大谷實前理事長の訃報に接し、すぐに思い出されたことがある。

そこで、この機会に、それについて記すことで前理事長を偲ぶよすがとしたい。

2014 年 4 月、現在所属する同志社大学に着任した私は、翌年 3月 20 日の卒業

式を前に、新しい職場での一年間を振り返っていた。3月 20 日には最初のゼミ生

との謝恩会、翌日には前任者から引き継いだ大学院生との懇親会が予定されてお

り、公務が一段落して、来年度の授業の準備を始めた頃のことである。

当時、同志社総長をつとめておられた大谷先生が卒業式で行った祝辞が話題に

なった。総長はその日、同志社大学の卒業生に向かって、自民党憲法草案を取り

上げ、「全体主義への転換を目指している」と批判したのである。この時期、安

倍内閣の支持率は比較的高く、改憲の気運が高まっていることに対する危機感が、

総長のことばからにじみ出ており、その直截な表現が新聞などにも取り上げられ

た。学内ではこの年6月頃から安保法制に反対する教職員の動きが活発となるが、

その時にも総長のことばが思い出された。

今振り返ってみると、この時期は、巷に「嫌韓本」「嫌中本」があふれ、ヘイ

トスピーチが社会問題化していた。排外意識の高まりが改憲気運を支えていると

いう状況はまさに現代に通じており、あらためて総長のことばを振り返る意味が

あるように思う。その折も折、同志社の法人内学校でおこなわれてきた平和学習

が SNS などで攻撃にさらされている。大谷先生が総長の職におられたら、この

事態をどのように受けとめられたか、今となっては、それをうかがうことができ

ないのが残念でならない。

大谷総長を偲んで大谷総長を偲んで

研究センター研究員・プロジェクトチーム 2リーダー研究センター研究員・プロジェクトチーム 2リーダー
同志社大学文学部教授同志社大学文学部教授　小林　丈広　小林　丈広
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を確認できなかったという。そのうち、「全くあやかしと相見申候」、まったくの

虚言であろうということになってきた。町人らの間で、「地震ニ而南都御番所牢

屋敷ゆり倒、牢舎八拾人余追放しニ相成候哉と専ら噂」していたということが判

明したからである。「南都御番所」とは幕府領を治めていた奈良奉行所のことで、

郡山城下から北東に直線で約 6㎞、今の国立奈良女子大学の地に置かれていた。

この奉行所の「牢屋敷」が地震で倒れ、80 余人の収監者が解き放たれたという根

拠のない「噂」が流れたのである。おそらくこうしたデマ情報が、地震におのの

いていた町人らをパニックにおとしいれ、深夜の騒動の発生にいたったと考えら

れる。

1886 年の感染爆発と忌避意識

それから 30 年余り後の 1886 年（明治 19）。この年、列島はコレラの感染拡大

に震え上がっていた。79 年（明治 12）に続く二度目の大流行で、いずれも 15 ～

16 万人の罹患者が出ている。それぞれ 10 万余人が落命しているので、二度とも

死亡率が 7割前後に達するという惨事が進行したのである。

1879 年の流行の後、政府は短期間のうちに多くの罹患者が出た地域に「交通遮

断」の措置をとるとの方針を決定した。当該地域への出入を禁止する、つまり、

先年の新型コロナの際にも世界中で実施されたロックダウンを実施して感染の拡

大を防ごうとしたのである。86 年の流行の際、今の奈良県域（当時、奈良県は廃

されて大阪府の管轄下にあった）では 3カ村が「交通遮断」の対象となったが、

このうち橿原市内の 1村にかかわる史料群が奈良大学に所蔵されており、明治期

のロックダウンの実態と地域への影響について知ることができる。これによると、

「交通遮断」となったこの村へは、解除後も立ち入る人の姿が絶えたという。また、

あまりの死者の多さゆえに、各地域で複数の村々が組合を設けて共同火葬場を設

置したが、この村は周辺村々から、「何時当管内ヘ伝染有哉モ難
はかりがたく

計候ニ付」、我々

の村にも伝染するかもしれないとして、組合への加入を拒絶されたと伝えている。

こうした大規模感染については、すでに多くの研究があり、京都市域に関しては

小林丈広『近代日本と公衆衛生―都市社会史の試み―』がある。小林氏はコレラ
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感染の拡大と、これにともなう衛生観念の変容が社会的差別増幅の契機となった

ことを明らかにしているが、都市だけに生じたことではなく、社会相を異にする

農村域においても類似の事態が発生していたといえるだろう。

実は、「交通遮断」を受けた奈良盆地の 3カ村のうち、前述の 1村をのぞく他

の 2村は被差別部落であった。上掲とは別の史料群からは、この 2村へのきびし

い警戒感をうかがうことができる。近世の大和国では 70 カ村の被差別部落が確

かめられるが、1886 年の感染で「交通遮断」を受けるほどに多数の罹患者を出し

たのは、この 2村のみである。そのような例外的存在であったとしても、恐怖の

経験を通じて社会集団としての被差別部落に対する忌避意識が強まったことは、

小林氏の研究に徴しても容易に推測できるだろう。

21 世紀の根拠なき不安

それから 130 年余り後の 21 世紀初頭。滋賀県は 2021 年 10 月に「人権に関す

る県民意識調査」を実施し、その結果を 24 年 2 月 9 日付で発表している。調査

の質問のなかに「家を購入したりマンションを借りたりするなど住宅を選ぶ際に、

価格や立地条件などが希望にあっていても、次のような条件の物件の場合、避け

ると思いますか」という項目がある。「次のような条件」とは、「①近隣に同和地

区がある／②近隣に低所得者など生活が困難な人が多く住んでいる／③近隣に外

国人住民が多く住んでいる／④近くに精神科病院や障がい者施設がある」という

4件で、それぞれに対して「避けると思う／どちらかといえば避けると思う／避

けないと思う／どちらかといえば避けないと思う」という選択肢のなかから 1点

を選んで回答することになっている。いささか乱暴ではあるが、選択肢の前 2者

が「避ける」、後 2者が「避けない」という傾向を示していると整理すると、①

～④の各条件に対して「避ける」と回答した人の割合は、【① 43.8％　② 47.9％

③ 44.7％　④ 37.5％】となる。およそ 4割ほどの人が、「価格や立地条件などが

希望にあっていても」、そうした条件が付随するなら避けたいと考えているよう

すがうかがえる。

滋賀県では 5年ごとに意識調査を実施しており、2011 年・16 年にも同じ質問
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項目がある。21 年と合わせて比較してみると、4割前後で推移しており大きな変

化はない。また、類似の質問は京都府、大阪府、奈良県の意識調査にも採用され

ており、調査年次は若干違うものの、その結果はよく似た数値を示している。避

けたい人が 4割ほどになるという現象は、少なくとも 21 世紀第一四半期の近畿

圏住民に共通してあらわれるといってよいと思う。

なぜ、4割ほどの人は上記の条件を避けたいと思うのだろうか。そのように回

答した人に出会って質すしかないが、それができない以上、推測するしかない。

おそらく実体験にもとづくものではないだろう。「同和地区」住民や「生活が困

難な人」、「外国人住民」などと交流して不利益をこうむったといった経験をした

人が 4割もいるとは思えない。伝聞や SNS などから得た情報によって脳内に構

築された否定的なイメージの蓄積から、ともかくその近隣はご免こうむりたいと

いう反応が生まれたのではないだろうか。

不都合な現実に歴史研究はどうかかわるか

何やらよく分からないと感じたものについて、理解してみようという努力も十

分に尽くさぬままに、人は恐れ、忌避し、ともかく距離を取ろうとするようである。

こうした非理性的世界は科学的思考や合理主義の進化の前に消え去るはずであっ

た。しかし、そのようなことは起きなかったし、悪罵が憎悪を煽りつづける眼前

の情勢を見れば、魔性のモノが横行したという中世の世界に、今もなお私たちは

あるかのようである。自由と平等を標榜した近代はどこにいったのかと嘆ずるし

かないが、かかる不都合な現実の前で歴史研究は何ができるだろうか。膨大な史

料を集め、解析し、事実はかくあったと示すことが、我ら歴史学徒の責務である

と応答して拙文を閉じれば、とりあえず体裁はつくろえるのだが、それではデジ

タル空間から溢れ出る大洪水を戸板一枚で止めようとする愚をさらすようなもの

である。しかし、愚だからとて手を止めることができようか。

今から 170 年余前の昔。「全くあやかし」と分かるまで、「只町方ニ而騒ク斗リ」

の夜の町を、命を救おうと駆けに駆けた若き藩士らの労苦を思えば、休むわけに

もいかないではないか。
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はじめに
経済産業省・公正取引委員会・総務省が設置した「デジタル・プラットフォー
マーを巡る取引環境整備に関する検討会」の中間論点整理（2018 年 12 月 12 日）
では、デジタル・プラットフォーマー（DPF）は、「そのプラットフォームに消
費者（個人）や事業者が参加する際のルールやシステムを、契約（約款）とも融
合させつつ、設計・運営している」と指摘されていた。DPF によるユーザーの
アカウントの停止（削除）は、そのルールに違反したユーザーに対処するための
システムである。
なお、プラットフォーム（PF）にも様々な属性のものがあるが、以下では、
SNSなどの情報流通プラットフォームを想定して論じる。

情報流通プラットフォーム対処法（情プラ法）における規律
大規模特定電気通信役務提供者の義務という限定的な形ではあるが、情プラ法
では、DPFによるアカウント停止措置（役務提供停止措置）が規律の対象とさ
れている。具体的には、役務提供停止措置について、措置の実施に関する基準の
策定公表義務、措置の理由等を発信者に対して通知等する義務、措置の実施状況
等の公表義務が定められている。立案担当者解説 1 では、その趣旨について、「発
信者等に対する透明性を確保する必要がある」とされている。また、同解説では、
役務提供停止措置に当たっては、発信者の表現の自由にも配慮する必要があり、
「例えば、実際は削除基準において削除の対象とされていない投稿であったにも
かかわらず、プラットフォーム事業者により削除されてしまった場合、発信者の
表現の自由が制約されることとなる」とされている。
DPFは私企業であり、国家そのものではないが、少なくとも情プラ法の立案
担当者においては、DPF によるアカウントの停止（削除）が、ユーザーの表現
の自由を制約するという認識があったようである。

1　木村美穂子・犬飼貴之「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び 発信者情報
の開示に関する法律の一部を改正する法律」（情報通信政策研究 8巻 1号）。

デジタル・プラットフォーマーによるデジタル・プラットフォーマーによる
ユーザーのアカウント停止（削除）に関する考察ユーザーのアカウント停止（削除）に関する考察

研究センター研究員研究センター研究員
弁護士弁護士　増田　拓也　増田　拓也
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契約法との関係
SNS などの情報流通プラットフォームの文脈ではないが、経済産業省の準則 2

では、インターネットショッピングモールにおける出店者のアカウント削除の処
分の法的意味は、PF利用契約の約定解除であると整理されている。また、準則は、
①利用規約に定める処分の手続への違反がある場合、②（利用規約において処分
の手続についての定めがない場合には）一般に適正と評価される手続（弁明の機
会の付与等）への違反がある場合、③合理的限定解釈又は定型約款の不当条項規
制（民法 548 条の 2第 2 項）により包括的な処分対象事由の有効性が否定される
場合などに、アカウント削除処分の有効性が否定される可能性を示唆している 3。

個別の紛争（民事裁判）との関係
もっとも、裁判例は、DPFによるアカウント停止（削除）等の有効性（適法性）
の判断に当たって、DPFの判断を尊重する傾向にあり、公刊物登載判例において、
準則が示唆する論理で停止（削除）の有効性を否定したものは見当たっていない。
紙幅の関係から網羅的に裁判例を紹介することはできないが、例えば、被告
DPFによる原告漫画家の SNS アカウントの削除が問題となった東京地判令和 4
年 9月 27 日 4 は、アカウントを無制限に削除することが認められるという利用規
約の条項は民法90条により無効となるものではなく、また「憲法21条 1項の趣旨」
（原告漫画家に 5000 人以上のフォロワーが存在し、作品を投稿してファンとのコ
ミュニケーションを図っていたとの事情）を考慮しても、削除が社会通念上許容
される限度を超えた違法行為ということはできないとした。また、被告DPFに
よるブログの削除が問題となった東京地判平成 23 年 12 月 16 日 5 は、ブログの投
稿内容の禁止行為該当性の判断は、DPFの裁量に基づく判断に委ねられており、
DPFは、明らかに合理性を欠き理由がないと認められる場合を除いては責任を
負うことはないとしている。

おわりに
今後、情プラ法が志向する透明性の確保などにより、上記のような裁判例の傾
向まで変化するのか否か、又は（変化するとして）どのように変化するのかを、
情報流通プラットフォームに関する重要な問題として認識し、注視する必要があ
ると考えられる。

2　経済産業省「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」（令和 7年 2月）。
3　以上、準則 125 頁～ 126 頁。
4　令和元年（ワ）31927 号。
5　平成 23 年（ワ）11021 号。
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天文 11 年 12 月 24 日の日付のあ
るこの文書は、当時の室町幕府奉
行人の諏訪晴長と飯尾光種が発給
した公文書と考えられる。
これに対応する文書として、同
年 12 月 13 日付の「今村弥七政次
申状」の写しが、国立公文書館所
蔵「別本賦引付　四」（桑山浩然編『室
町幕府引付史料集成』上巻、近藤出版社、
1980 年。528 頁）から確認できる。こ
の文書には申状の全文とともに、
「天文十一、十二、廿四」と日付が
記されていた。申状とは、幕府へ

の訴えや申請にあたるものである。この文書で、弥七政次（今村政次）は、「東
山汁谷塩合物高荷等諸商売通路上下馬并宿問之事」―すなわち、京都の東山の「汁
谷口」（現在の渋谷街道に至る、馬町辺り）を拠点に塩合物（塩漬けの魚など）・
高荷（馬に高く積んだ荷物）等の諸商売・運送と「宿問」を営む権益について、
それは「先祖相伝」の権利であったと主張している。その証文を東福寺に預けて
いたところ、3年前（天文 8年）の徳政一揆で、東福寺「寺破」の際に紛失した
ので、この権益を認める下知状の発行を幕府に求めたものであった。
なお、前月の 11 月 5 日付けで、「汁谷」を境内とする妙法院の庁官行芸が「今
村弥七（政次）」に宛てた書状（『大日本古文書　家わけ第二十一　蜷川家文書之三』五七〇）
には、「汁谷通路塩合物高荷等事、近年往還無之候」とあり、近年は途絶えてい
た運送・商売について、幕府に下知を申請して然るべきであると認めている。こ
れ以前の、今村政次の「汁谷」における権益を示す文書は見つかっていないため、
この天文 11 年が一つの画期と考えられる。
今回、今村家から新たに発見された古文書（天文 11 年 12 月 24 日の室町幕府
奉行人連署下知状）は、前述の申状に対して、今村政次の訴えをほぼ全面的に認
める内容であり、室町幕府奉行人が裁定を下した文書の正本とみられるものとし
て、重要な資料といえるであろう。
なお、戦国期の今村氏については、馬部隆弘氏が一次史料を基に「今村氏系図」
に検討を加え、今村浄久とその息子である紀伊守慶満が妙法院との関わりを中世
以来もっていたこと、政次は今村慶満の弟であること、さらに「近世今村家の事
実上の始祖は政次である」ことなどを明らかにされている（『戦国期細川権力の研究』
2018 年、吉川弘文館）。また、早稲田大学所蔵「荻野研究室所蔵文書」から、「明智光
秀に塩公事代官職を安堵されている今村甚太郎が確認できる」という馬部氏の指
摘は、先述の今村壽子さんの回想とも重なり、興味深い。今村甚太郎は、政次の
後継者とみられる人物であり、「今村家文書」からも確認できる。その一方で、
今村甚太郎は、今村家の「系図」には見当たらず、同家ではその存在が忘れられ
ていたことは、どう考えたらよいのか。引き続き共同研究を進めたい。
〔付記〕本稿の執筆にあたり、野地秀俊氏より御助言をいただいた。記して感謝申上げたい。
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2001 年の学校教育法と社会教育法の改正で、学校は「体験的な学習活動、特に
ボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活動の充実
に努める」こととされ、教育委員会の事業に青少年に対する体験活動の機会提供
の実施・奨励などが加えられた。2006 年の教育基本法改正では、学校・家庭・地
域の連携の規定が新設された。
青少年教育のナショナルセンターとして、体験活動の機会提供や、指導者養成、
関係団体への助成を行っている国立青少年教育振興機構は、2010 年に『子どもの
体験活動の実態に関する調査研究報告書』を発表している。この調査は、子ども
の頃の多様な体験が成人後の資質・能力や社会的地位に大きく影響しており、体
験格差が経済格差につながるおそれがあることを明らかにした。
青少年の体験活動の推進に関する 2013 年の中央教育審議会答申は、保護者の

経済力や保護者自身の経験の多寡、学校の判断によって、青少年の体験活動の機
会に「体験格差」が生じているとの指摘があるとし、また、用具が購入できない
ため部活動に参加できないなど経済格差がそのまま体験格差につながっていると
の指摘もあることから、体験活動の推進にあたっては、経済的に余裕のない家庭
の子どもも参加できるよう配慮する必要があると注意喚起している。
この頃から今日に至るまで、各地でさまざまな取り組みが行われているが、体
験格差という言葉はあまり使われてこなかった。

3．課題と期待
教育格差のメカニズムの重要な部分を体験格差という言葉でとらえることは、
わかりやすく問題の所在を示し、対策を考える上でも有益であるが、いくつかの
課題もあると思われる。一つは、不十分な所得再配分政策のもとで体験格差の解
消が優先課題とされることは、適切ではないであろう。また、体験格差という言
葉が新たな差別を生み出すおそれもある。さらに、日本では他国と比べて子ども
に必要な体験を極めて限定的に考える傾向がある。
今日、体験格差に改めて注目が集まったことによって、様々な研究が行われて
おり、子どもの体験活動の一層の充実にその成果を生かすことが期待される。ま
た学校支援ボランティアを組織化して展開され、2017 年に社会教育法に位置付け
られた地域学校協働活動は、貧困対策の一環としての地域未来塾なども含め、放
課後や休業日をはじめとする様々な活動の機会提供も行うようになっている。部
活動の地域移行などと関連して一層の充実が望まれるが、その際、これまで必ず
しも多くなかった福祉関係機関・団体との連携協力を期待したい。
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特筆すべきは、上述の公式な医療ルートを経由せず、SNS等のオンライン・プ
ラットフォームを介してドナーとレシピエントが直接接触する「非公式」な実践
が増加している点である。2020 年の調査によれば、英語圏の主要サイトにおける
登録者数は 35 万人を超え、同年の公認クリニックでの実施件数を大幅に上回る
規模となっている。
非公式ルートを選択するということは、法的親子関係の不安定化や感染症リス
ク、養育費請求のリスクなど、公式ルートで保障される諸権利を放棄することを
意味する。にもかかわらず、なぜオンラインルートが選択されるのか。この問い
に対し、現時点の諸調査は、即時性や低コストといった「利便性」のみをその要
因とすることに否定的である。むしろ、ドナーとレシピエントの双方が、互いの
人格、価値観、外見、血縁的背景を、直接確かめたいという希求、生まれた子ど
もが、「18 歳」を待たずして、ドナーと面会できる機会を確保したいという意向、
一部には、ドナーとレシピエントとがなんらかの形で共同して養育に関与したい
という意思が背景にあるのではないかとの推察もある。
これらは、まさに、チーム 4の日本における当事者実態調査で語られた、「対
面的な交渉への希求」、「早期からの面会への強い意向」と、内容的に重なるもの
である。すなわち、これらの意図を背景として、SNS等を通じて、精子提供者を
探索・交渉し、継続的な関係を維持するという実践がなされていたのである。さ
らに、場合によってはゲイカップルとレズビアンカップルの共同養育の事例とも
接続している。法的保護も医療的支援も欠如した、いわば制度的空白の環境下で
形成されてきた、日本の当事者の実践は、制度的整備が一定程度進んだ国におい
てなお非公式ルートが求められる海外の実践と、何が共通し、何が異なるのだろ
うか。今後、精子提供者やレシピエントの周辺の人々の声も聴き取り解明してい
きたい。
日本において性的マイノリティの SRHRが十全に保障されない現状の早急な改
善を求めつつ、当事者による自律的実践の意義を、制度を相対化した文脈から再
定義する可能性を考えてみたい。そのことは、今後整備されるべき制度設計への
示唆ともなるのではないだろうか。

＊  JSPS 科研費 JP23K21823（新ケ江章友代表）



20

1．「ビジネスと人権」におけるステークホルダーエンゲージメント
「ビジネスと人権」におけるステークホルダーエンゲージメントとは、企業が
人権への影響を受ける、あるいは影響を受けうる人々や団体と継続的に対話し、
その声を経営や事業改善に反映する取り組みである。2011 年に国連で採択された
「ビジネスと人権に関する指導原則（以下、指導原則）」は、国家の人権保護義務
と並んで、企業に対して人権尊重責任を定め、企業は人権デュー・ディリジェン
スを通じて、自社およびサプライチェーンにおける人権への負の影響を把握し、
防止・軽減しなければならないと規定している。しかし、人権への影響は企業内
部の視点だけでは十分に把握することが難しい。
この枠組みを実効性あるものにする上で極めて重要なのが「ステークホルダー
エンゲージメント」である。実際に影響を受ける労働者、地域住民、消費者、移
民労働者、先住民族、市民団体など、多様なステークホルダーの声を聞くことに
よって初めて、潜在的なリスクや被害の実態が明らかになる。そのため指導原則
では、企業が「影響を受ける可能性のある人々」と継続的に対話することを重視
している。

2．ステークホルダーエンゲージメントの重要性
ステークホルダーエンゲージメントの重要性は第一に、人権リスクの早期発見
につながる点にある。例えば、長時間労働やハラスメント、外国人技能実習生へ
の不適切な待遇などは、経営層からは見えにくい場合が多い。しかし、現場の労
働者や支援団体との対話を通じて、問題が顕在化することがある。第二に、企業
への信頼性向上という効果もある。近年、ESG投資の拡大やサステナビリティ情
報開示の強化により、投資家や消費者は企業の人権対応を重視している。一方的
な説明ではなく、対話を通じて課題改善に取り組む企業姿勢は、社会的信頼の形
成につながる。第三に、企業が社会的正当性を維持する上でも重要である。地域
社会との対話不足は、大規模開発や調達活動における対立や不買運動を引き起こ
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す可能性があるためである。
先進的な企業では、サプライヤー監査だけでなく、NGOや労働組合、地域団

体との対話を重視する動きも見られる。例えば、アパレル業界では海外工場の労
働環境改善に向けて現地NGOと協働する事例があるほか、食品・製造業では外
国人労働者支援団体と連携し、技能実習生の労働環境改善に取り組むケースも増
えている。また、投資家との対話の中で人権課題への説明責任を強化する企業も
出てきている。

3．日本企業の現状と課題
しかし、日本企業の取り組みには依然として多くの課題が存在する。第一に、
ステークホルダーエンゲージメントが形式的にとどまる場合が少なくない点であ
る。アンケートや説明会の実施のみで「対話をした」とみなされ、実際に影響を
受ける人々の意見が経営判断に十分反映されていないケースがある。特に、日本
企業は従来、内部調整や合意形成を重視する一方、外部からの批判的意見との対
話に不慣れな傾向がある。
第二に、サプライチェーンの末端まで人権課題を把握できていないという問題
がある。日本企業は多層的な下請構造を持つ場合が多く、海外の原材料調達先や
委託先における労働環境を十分に確認できていないことがある。特に外国人技能
実習制度に関連する人権侵害は、国際的にも厳しい批判を受けてきた。
第三に、救済メカニズムの実効性不足が挙げられる。指導原則では、企業に苦
情処理や救済の仕組みを整備することが求められているが、日本では通報制度が
存在していても、利用者が不利益を恐れて声を上げにくいケースがある。多言語
対応や匿名性確保、外部第三者の関与など、実効性を高める工夫が十分とは言え
ない。
今後、日本企業に求められるのは、人権を単なるコンプライアンスやリスク管
理として捉えるのではなく、企業価値や社会的信頼を支える経営課題として位置
づけることである。そのためには、影響を受ける人々との継続的な対話を重視し、
対話の結果を実際の経営改善や制度改革につなげていく必要がある。さらに、国
際人権NGOなどを「企業の足を引っ張る存在」と捉えるのではなく、対等なパー
トナーとして関係性を築く姿勢と接点づくりも重要である。
「ビジネスと人権」におけるステークホルダーエンゲージメントは、単なる「説
明責任」ではなく、人権尊重を実質化するための基盤であり、企業と社会との新
たな関係性を築く重要なプロセスであることを認識し、積極的な人権経営のため
に重要なフィードバックを得る機会と捉え直すことが求められている。
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ながり、混ざり合い、新たな文化や産業を創り出すことを積み重ねて、形づくら

れてきました。このような長い歴史の中で育まれてきた多様性と包摂性が織り成

す「人とのつながり」が、世界中の人々を惹きつける、京都のまちの礎となって

いることは、疑いようがありません。

改めてこの価値を心に留めるとともに、後世に引き継いでいくため、京都基本

構想では、多様な文化的背景を持つ人々が、他者への敬意を忘れることなく、尊

重し合い、支え合いながら、「居場所」と「出番」を見つけ、それぞれが望む生

き方やくらし方を実現できるまちを、めざすまちの姿のひとつとして掲げていま

す。

現在、京都基本構想が描くまちの実現に向け、市民のいのちとくらしを守る安

心・安全なまちづくりや、京都の先人が大切に育み、紡いできたまちの本質的な

価値・魅力の継承など、京都の未来を創るための施策を本格的に進めています。

人権課題については、昨今、一層複雑化・多様化しており、互いの尊厳を認め

合い、支え合う社会の実現が、これまで以上に求められます。国内最初の人権宣

言を採択したといわれる全国水平社の創立や、福祉事業の全国的な先駆けとなっ

た京都ライトハウス創設をはじめ、京都の先人たちが実践してきた人権尊重の精

神性と先進的な取組を継承していく必要があります。

引き続き、「京都市人権文化推進計画」に基づき、人権意識を育むための広報・

啓発・学習の機会を提供するなど、誰もが尊重される社会の実現に向けた取組を

より一層推進することで、人権の大切さについて多くの方に理解を深めていただ

き、誰もが幸せを感じ、互いにつながり、支え合い、生きがいをもって活躍できる、

ウェルビーイングなまちの実現をめざします。

これからも京都が京都であり続けるために、市民をはじめ、京都にかかわるす

べての方々とともに、分断ではなく相互尊重と共生を、排除ではなく交流と包摂、

協調を希求する、京都のまちの価値を未来に引き継いでまいります。
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